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外国人児童生徒等教育アドバイザー派遣結果報告書 

 

都道府県名 徳島県 市町村名  大学名  

派遣日 

令和３年６月２８日（月曜日） １４：００～１６：３０ 

１４：００～ 本県事業の概要説明・助言 

１４：３０～ 特別の教育課程の編成 

実施方法 ※いずれかに〇をつけてください。    派遣   ／   遠隔  

派遣場所 
徳島県教育委員会グローバル・文化教育課 

（徳島県庁１１階会議室にて，Zoom会議システムにより実施） 

アドバイザ

ー氏名 

大菅 佐妃子 

（京都市教育委員会指導部学校指導課 副主任指導主事） 

相談者 
徳島県教育委員会グローバル・文化教育課 指導主事 寺田 美喜 

徳島県教育委員会グローバル・文化教育課 指導主事 武知 一誠 

相談内容 

１ 「帰国・外国人児童生徒トータルサポート事業」実施について 

・概要説明 

・日本語講師派遣事業について 

・ウェブサイトの周知について 

２ 教育委員会における受入れ体制の整備について 

 ・「特別の教育課程」の編成および実施 

 ・散在地域の支援体制構築 

 ・オンライン指導の配慮点 

・指導力向上と研修 

派遣者から

の指導助言

内容 

○「特別の教育課程」の編成および実施について 

 ・指導内容 日本語を用いて学校生活を営むとともに，学習に取り組むことが 

できるようにする。 

 ・指 導 者 主たる指導者は，教員免許を有する教員（常勤講師・非常勤講師含む） 

       日本語講師(指導補助者)は，主たる指導者とともに日本語指導を行う。 

 ・日本語講師は，指導時間のみ学校に滞在のため，連携が困難となりがち。 

・日本語講師への研修機会の確保が課題。 

・日本語指導担当教員の基礎定数化。 

 「特別の教育課程」による日本語指導を実施している児童生徒数が増加する

と，配置できる日本語指導担当教員数を増やすことができ，指導が充実する。 

○散在地域の支援体制構築について 

 Ａ 拠点校の設置 （巡回指導／オンライン指導＋巡回指導） 

Ｂ 拠点となる場所の設置 （巡回指導／オンライン授業＋巡回指導） 

・指導のカリキュラムづくりとして，教材を共有する。 

 ダウンロードできる日本語教材の紹介 

○オンライン指導の配慮点について 

・少数在籍の学校をつなぐことが可能。母語が同じであれば，子ども同士は母語での

交流も可能。複数で学習することにより，学習意欲の向上につながる。 
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・県内のどこに在籍していても指導が可能。指導者，学習者の移動負担がない。 

・オンライン授業には，多くの準備が必要。 

 場所と機器，及び子ども１人にならないように支援員の確保 

 集中できる時間が短い 

 机上の学習になりがち。（ゲームやインタビューなど，活動が取り入れにくい） 

 事前に送られてきた教材，指導で使うカード類などの準備等が必要 

 目で見て理解できる教材や宿題の工夫と点検が必要 

○指導力向上と研修について 

 ・委員会・管理職  → 国の方針・施策・現状・課題・体制づくり 

 ・学校（担当・担任）→ 受入体制・多文化共生学級での支援の在り方 

保護者及び日本語指導担当者との連携 

 ・日本語講師    → 年少者への日本語教育，日本語指導コース設定 

指導の具体 

＜後日提供資料について＞ 

○京都市教育委員会で活用している「日本語指導に係る個別の指導計画」「指導内容・

評価の記録」「指導計画」「指導の記録」の様式と記入例をデータでいただいた。 

○京都市教育委員会で実施している「日本語を母語としない生徒や保護者のための多

言語進路ガイダンス」についての詳細な資料を提供していただいた。 

相談後の方

針の変化，

今後の取組

方針等 

・学校に外国人児童生徒の急な転入があっても，すぐに受入れることが出来るよう準

備しておくことの重要性を伝える。 

・新たに転入してきた外国人の子供については，市町村教育委員会で国籍，ビザ，これ

までの学習歴等の情報を聞き取って把握し，学校と共有することを依頼する。 

・「特別の教育課程」の編成について，市町村教育委員会に説明し，外国人児童生徒に

対する教育についての理解を深めてもらう。 

・５月１日時点で「特別の教育課程」による日本語指導を実施する児童生徒数によっ

て，日本語指導基礎定数が決まるため，前年度の内から準備を進めるようにする。 

・オンラインを活用した日本語支援について，できることから実績を重ね，今後の施策

につなげる。 

１枚にまとめる必要はありませんので詳細に記載願います。 

なお，本報告書の内容は，文部科学省ホームページで公開いたします。 


